
中国地方知事会広域連携各部会の取組状況

平成 27 年 5月

№ 項 目 名 担当県

１ 広域防災部会 島根県

２ 中山間地域振興部会 島根県

３ 海外観光客誘致部会 鳥取県

４ スギ花粉症対策部会 岡山県

５ 地域産業振興部会 山口県

６ 地域医療確保対策部会 広島県

７ 公衆衛生活動チーム部会 広島県

８ 農業（技術）大学校等広域連携部会 広島県

資
料

４



広域防災部会の動き

連携テーマ 平成２６年度の取り組み 平成２７年度の取り組み

大規模広域的災害発生時の連携と調整等ＷＧ

協定具体化ＷＴ
（山口県）

１．支援・受援マニュアルの完成（７月）
２．支援・受援マニュアルの見直し（３月）
① 広島土砂災害への対応を踏まえた見直し
・連絡員の具体的活動を明記
（連絡員派遣の判断の目安、
支援物資に関する調整事項等）

１．中国５県共同防災訓練を踏まえた支援・受援
マニュアルの見直し

①広域支援本部の設置時期の検討
②支援物資の規格等の統一の検討

防災訓練ＷＴ
（鳥取県）

１．中国５県共同防災訓練の実施
① ２月５日・島根県庁
② 土砂災害により２県が被災し、３県が支援

する想定で、支援・受援マニュアルを検証
２．各県の防災訓練への参加

１．見直しした支援・受援マニュアルに基づく中国５県
共同防災訓練の実施

① 平成２８年１月～３月・各県庁
② 地震災害を想定

２．各県の防災訓練への参画要領の検討

他地域支援ＷＴ
（岡山県）

１．四国地方との支援・受援体制の検討
（２月～）

１．四国地方との支援・受援体制の検討

（四国側のマニュアル作成後に検討）

原子力災害を想定した
連携と調整等ＷＧ
（島根県）

１．緊急連絡先一覧の作成（５月）
２．平時及び災害時における共有情報一覧の

作成（９月）

１．平成２６年度に作成した原子力関係共有情報
一覧の見直し

２．広域避難対策（国のワーキングチームの検討
結果が示された後に、必要に応じて目標設定
を行う。）

防災担当職員の人材育成
ＷＧ
（広島県）

１．「あるべき人材像」等の検討（６月～）

（広島土砂災害対応により、検討を延期）

１．人材育成の「あるべき人材像」及び具体的な
取り組みの提示（１１月）

２．人材育成の取り組みの事業化に向けた準備等
（１１月～）



中国５県共同防災訓練について
マニュアルの検証をとおして、中国５県が広域支援の実効性向上を図った

１．日時 平成２７年２月５日（木）１０時～１６時
２．場所 島根県庁（講堂）
３．訓練方式 図上訓練
４．災害想定 土砂災害で岡山県と広島県の被災を想定
５．訓練内容 広域支援本部の設置、広域支援の実施
６．参加人数 ３０名

【参考】 各県の役割

県 名 内 容

鳥 取 ・連絡員、連絡調整員の派遣

・広域支援の実施

島 根 ・広域支援本部の運営

・広域支援の実施

岡 山 ・岡山県災害対策本部の運営
・応援要請の実施

広 島 ・広島県災害対策本部の運営

・応援要請の実施

山 口 ・連絡員、連絡調整員の派遣

・広域支援の実施

→ 訓練の検証をとおして、マニュアルの実効性を高めていく



アンケート調査 モデル地区研究実践 成果報告・提言

[準備・体制整備］ [実践活動、成果・課題集約] [シンポジウム開催][現状・課題把握等]

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

中山間地域振興部会

（課題） （課題解決策）

平成２６年度事業報告
１ 共同研究
(1) テーマ 「地元の暮らしを支える複合的な事業連携・組織化の仕組みづくり」
(2) 研究概要

～ 提 言 ～

Ｃ．「縦割り」制度の見直し
・事業や組織の複合化推進の障壁となっている、組織、資金、施設、雇用分野の制度の
「縦割り」の解消が重要

・行政が行う各支援分野の横断化

Ｂ．事業をコーディネートする人材
の育成システム

・複数の事業を展開していくためには、様々なスキルをもった人材の育成が必要
・住民組織、中間支援組織、行政等が連携した幅広いスキルを身に付けられる研修会
の開催等が有効

Ｄ．持続的に事業を行っていくため
の行政の支援体制

・地域内の各種団体が連携して事業を展開していくうえで、「人」「モノ」「カネ」「情報」を
活用する組織体制づくりと拠点づくりへの支援が必要

① つなぎ役の人がいない
ア 集落や多様な人材・団体を

つなぐ地域運営組織の設立

②活動の組み合わせが困難
イ 得意分野（強み）と地域課題

（弱み）を組み合わせて、課題
に対応

③資金の融通ができない
ウ 複数の異なる分野を包含する
法人組織の設立

鳥取県：鳥取市河原町西郷地区
「いなば西郷むらづくり協議会」

島根県：益田市真砂地区
「真砂人゛」

岡山県：津山市阿波地区
「あば村運営協議会」

広島県：神石郡神石高原町牧地区
「牧自治振興会」

山口県：美祢市美東町赤郷地区
「赤郷地区振興会」

モ
デ
ル
地
区

Ａ．事業・組織の複合化の土俵として
の地域運営組織設立

・集落や地域の多様な人材・団体をつなぐ「土俵」としての地域運営組織の設立
・各分野の事業・組織が連携可能な状況の整備が重要



(3) 研究期間 平成２７年度（単年度）

１ 共同研究
(1) テーマ 域内調達・循環の促進による所得・定住創出研究

～中山間地域の資源利用型経済循環拡大による所得創出モデルづくり～ ［提案県：鳥取県］
(2) 目 的

・ 基礎的な生活圏(公民館区・小学校等の単位：人口1,000人程度)において、資源賦存量の多い第１次生産品の

域内利用を促進

・ 地域経済循環を拡大することで、定住を支える地域の所得源を創出

・ そのために必要な地域運営・行政の体制、必要な規制解消や支援策等を提言

(4) 研究概要

①地域経済循環

状況の把握

・鳥取県鳥取市鹿野町

・広島県神石郡神石高原町

②地元調達向上による

所得創出可能性推計

・鳥取県鳥取市鹿野町

・広島県神石郡神石高原町

③経済循環拡大の

障壁調査

・各県2事例（2分野）

④とりまとめ・

政策提言

・研究会の開催

(4月,11月,3月)

平成２７年度事業計画

２ 共同事業

中国地方地域おこし協力隊研修会（秋頃 広島県）

基調講演 分科会 現地視察

中国地方地域おこし協力隊研修会

１１月１８日(火)～１９日(水) 山口県周南市

参加者：約１５０名

内 容：基調講演、活動事例紹介、分科会 現地視察

２ 共同事業

共同研究成果発表シンポジウム

１月３１日(土) 広島県三次市

参加者：約１６０名

内 容：全体概要・まとめ、モデル地区活動事例紹介

パネルディスカッション、ＰＲコーナー
全体概要・まとめ ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ ＰＲコーナー



中国地方の多様な地域資源、特色を活かした新たな広域観光の創出

海外観光客誘致部会
連携テーマ

中国地域観光推進協議会の取組により中国地方の官民が連携してプロモーション、情報発信、受入体制整備等を実施

⇒中国地方知事会はこの取組を後押しし、あるいは連携して推進していく

平成26年度の取組状況

知事会のトッププロモーションで海外からの観光客を強力に獲得
中国地域観光推進協議会が行う海外プロモーションに協調して実施

実施状況

中国地域観光推進協議会等と連携し、「2014中国地方ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞﾌｫｰﾗﾑ観光情報説明会・商談会」の開催
に併せて、中国地方知事会の台湾トッププロモーションを実施

実施日程：平成２６年７月１日（水）～７月３日（金）

トッププロモーション（台北市） 台湾旅行誌「旅の天下」掲載

現地旅行会社訪問
（康福旅行社）

表敬訪問
（台湾外交部・亜東関係協会）



平成27年度の取組計画
①中国地方が一体となって行う情報発信やトッププロモーション等の推進

→民間団体と連携した 海外におけるトッププロモーション､観光情報説明会、海外旅行会社に対する
セールスコール活動等の推進

②東京オリンピック・パラリンピックにむけ、海外からの誘客を促進するため、中国地方での広域視察ツアーなど
の取組の成果等を活かしたシンボリックな広域観光の創出

③新たな広域観光を楽しむ受入環境の充足
→近年増加している個人外国人観光客（ＦＩＴ）の獲得にむけて、個人客用の東京・大阪からのアクセスガイド、

ドライブマップ等を作成し、各県のプロモーション等で活用

・中国地域観光推進協議会の取組

により中国地方の官民が連携し

てプロモーション、情報発信、受入

体制整備等を実施

<中国地方（2014年/2013年）>

延べ宿泊者数
＋２７．２％、＋１２５，４３０人
（観光庁宿泊旅行統計調査）

・世界遺産、日本遺産をはじめ、

人々を魅了する観光資源に恵まれ

ているものの、海外での認知度は

まだまだ低いのが現状。

<中国地方>

延べ宿泊者数の全国シェアは

約１．５％程度で推移
（観光庁宿泊旅行統計調査）

取組状況

課 題

知事のトッププロモーション等で
海外からの観光客を強力に獲得

○ﾀｲﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ（7月16日、中国地域観光推進協議会等と共同実施）
内容：旅行社を対象とした中国５県の観光情報説明会、商談会など

○東京・大阪からのｱｸｾｽｶﾞｲﾄﾞ、ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾏｯﾌﾟを作成し、外国人個人観光客
（ＦＩＴ）の獲得に活用

エコ・スポーツツーリズムアート、芸能

シンボリックな広
域観光の創出で
中国地方の魅力
を発信！！

取組方針

食

海外観光客誘致部会

世界遺産・日本遺産・ジオパーク・文化遺産



取組状況

■少花粉スギ普及推進中国地方連絡会議の開催

■苗木生産と相互融通等の実績

第１回 ５月９日 岡山市内で初会合

生産本数 14.8万本、植替面積 60ha
ﾓﾃﾞﾙ林設置25箇所など計画内容を協議

出荷した少花粉スギの苗

連絡会議開催状況

スギ花粉症対策部会

第２回 10月21日 生産本数等の見直しを協議

生産本数 17.9万本、植替面積 72ha
約２割増の計画とすることで合意

・出荷実績 ４，６００本 （H27年３月末現在)

・育苗本数 ３５，０００本 （ 〃 )

・融通実績 １，０００本 （出荷実績の内数 ) 



取組状況

■苗木の安定供給体制の早期確立

■普及啓発活動
①モデル林の設置 累計10箇所

今後の課題

植樹のつどい（岡山県新見市）

スギ花粉症対策部会

②広域連携版普及啓発リーフレットの作成

５千部印刷、関係機関へ配布

県 既設置 H26 累計 備考

鳥取県 - 1 1

島根県 - 1 1 岡山県から移入

岡山県 4 2 6

広島県 - 1 1 山口県から移入

山口県 - 1 1

計 4 6 10



○ 地域産業振興部会検討会議(H2６.１０.８ 山口)

１ 検討会議の開催状況

２ これまでの取組実績

○展示会への共同出展

・機械要素技術展へ連携出展（Ｈ２６．６．２６ 東京）

○商談会の共同開催

・中国ブロック合同商談会を連携して開催

（Ｈ２６．９．１０ 山口）

○各県の商談会の相互参加

・関東圏広域取引商談会

（Ｈ２６．６．２６：広島主催）

・鳥取環境ビジネス交流会

（Ｈ２６．９．２６：鳥取主催） など

（１）ビジネスマッチング・商談会の共同実施・相互参加

平成２６年度取組状況

（４）海外事務所の共同利用

（３）公設試験研究機関の連携強化

○中国地域産業技術連携推進会議（H26.11.25）

・「地域産業部会（公設試の連携強化）」の今後の予定等説明

○検討に向けた調査（H26.12.25）

・これまでの実施状況の把握、課題、問題点の整理

○検討会議の開催（H27.3.18）

・今後の取組方針の検討等

○中国地方各県の海外事務所について、共同利用が可能な

サービス等の検討に向けての調査（H27.2.19）

○共同利用が可能なサービスについての検討(H27.3)

○海外事務所の情報共有や共同利用の問題点の洗い出し

地域産業振興部会

（２）研究会・研修会の共同実施・相互参加

○研究会・研修会等の共同実施

・中国地域産総研技術セミナー

(中国5県・産総研センター連携各県1回開催）

○研究会・研修会等の相互参加

・鳥取県太陽光発電関連産業育成セミナー（H26.4.28鳥取主催）

・航空機産業ビジネスセミナー（H26.8.28島根主催） など



（１）ビジネスマッチング・商談会の共同実施・相互参加

平成２７年度の取組予定

（２）研究会・研修会の共同実施・相互参加

（４）海外事務所の共同利用

（３）公設試験研究機関の連携強化

○人材交流
・中国地域合同知財研修会（仮称）の実施

○共同研究
・「味認識に関する共同研究・情報交換」の実施

○県外企業に対する機器使用の割増料金の見直し
・割増料金の見直しを前提として検討会を実施
（年３回程度）

○対応可能な県が、海外事務所で提供しているサービスのうち、
現地情報の提供など可能なものから、試験的に各県に提供

○現地事務所を活用して共同で取り組める海外展開支援の取

組を検討
山口県産業技術センター

岡山県工業技術センター

鳥取県産業技術センター

島根県産業技術センター

広島県立総合技術研究所

人材交流の実施
共同研究の実施
機器使用の割増料金の見直しに向けた検討

○中国地方の5県で共同実施する商談会・展示会等
・機械要素技術展への中国５県での出展
（各県出展ブースの集約、出展企業による交流会の開催）

開催地：東京都（東京ﾋﾞｯｸﾞｻｲﾄ）(H27.6.24-26)
幹事県：島根県

など

○中国地方の5県が連携して共同実施する研究会
・中国地域産総研技術セミナー
(中国5県・産総研センター連携各県1回開催）

など



◎広島空港
広島ヘリポート◎

川﨑医科大病院

豊岡病院（鳥取・兵庫・
京都の共同運航）

◎岡南飛行場

出雲縁結び空港◎
◎コウノトリ但馬空港

15件

35件15件

38件

1

■経緯 平成25年1月23日 中国五県ドクターヘリ広域連携に係る基本協定締結
平成25年5月 1日～6月17日 基本協定に基づく運航を順次開始

※平成27年3月までの広域連携による運航実績は合計 270件 となっており，

ドクターヘリの効率的・効果的な運航が実施されている。

■費用負担 広域運航時の費用負担の見直し（現在は出動側の県が負担）
平成26年2月及び7月に，地域医療確保対策部会（地域医療担当課長会議）で
協議し，別紙のとおり算定方法を取りまとめた。

27件

140件

出動件数

連携テーマ：ドクターヘリの広域連携

地域医療確保対策部会

県立中央病院

広島大学病院

山口大学病院

◎山口宇部空港

◎鳥取空港

平成２７年３月３１日に覚書等を締結



中国地方５県ドクターヘリ広域連携に係る費用負担の算定方法

総事業費 － 国庫補助金等

総出動件数
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別 紙

× 県外（ドクターヘリを要請した県）
への出動件数

＜算定式＞
・ドクターヘリを要請した県が，ドクターヘリを運航した県に対し，上記の算定式により負担金を
払う。（国庫補助金を除くドクターヘリの運航経費をドクターヘリの出動件数で除して得た額を
出動１件当たりの単価とする。）

＜適用開始時期＞
・費用負担については，平成２７年４月分の出動から適用する。

＜支払時期等＞
・４月～３月までの出動実績に対し，ドクターヘリを運航した県の請求に基づいて５月までに
（出納整理期間内）負担金を支払うものとする。
・災害発生時に出動した場合，及び，多数傷病者発生時に通常の運航対象区域外に出動した
場合は，この算定方法は適用しない。



各県における医療情報システムの整備状況

おしどりネット鳥取県

主体：鳥取大学医学部付属病院
稼働：平成24年5月～
参加：病院12，診療所9
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（参加施設数：平成27年3月末現在）

連携テーマ：医療情報システムの連携

■目指す姿

・県境をまたがる中核医療機関と診療所等の連携の高度化による医療サービスの向上

地域医療確保対策部会

■取組状況（平成26年）

2月18日 第1回 地域医療確保対策部会

・県境の医療機関のニーズ把握と連携推進を確認

7月28日 第2回 地域医療確保対策部会

・具体的な取組の進捗状況を確認

○広島県と岡山県・島根県

（HMネットの閲覧端末の配置）

○島根県と鳥取県

（システム連携の検討）

■平成27年度の取組

・２県間のシステムの相互利用を進める

・将来を見据えたシステム連携について，

費用対効果を検証

晴れやかネット岡山県

主体：岡山県
稼働：平成25年1月～
参加：病院112，診療所203

薬局99， 介護4

まめネット島根県

主体：島根県
稼働：平成25年1月～
参加：病院40，診療所253,他133

各圏域ネット山口県

・全県域の医療情報ネットワークなし
・岩国，下関などの二次医療圏単位で
ネットワーク構築

ＨＭネット広島県

主体：広島県医師会
稼働：平成25年2月～
参加：病院19，診療所420

薬局248，歯科18，介護232
その他1

井原市民病院

福山市内の病院
・ＨＭネット閲覧端末を配置し，
ニーズの把握を行う
・共通サーバを整備するなど，システム
連携を検討

・晴れやかネットの閲覧
端末の配置を検討中

「まめネット（島根県）」と
「おしどりネット（鳥取県）」との
システム連携を検討中

・ＨＭネット閲覧端末を
配置予定

飯南病院等



■これまでの成果と今後の取組方針

目 標 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

①各県による専門
家派遣の仕組み
の創設

・各県が実情に応
じた専門家派遣の
仕組みづくりに取り
組むことを決定

・各県において，

専門家派遣の

仕組みを創設

各県における仕組みの充実
・多様な専門家を派遣できる
体制の整備

・活動マニュアルの充実

②各県間の相互
連携体制の構築

・各県間の相互連
携体制の運用につ
いて検討していくこ
とを決定

・各県の仕組みを

もとに相互連携体

制の運用を検討

・各県間の相互連携体制の
運用方法の合意
相互連携マニュアルの
制定

③合同研修会の
開催

・研修会の開催

（Ｈ26.3.19）

・研修会の開催
（H27.3.19）

（※8.20土砂災害での公

衆衛生チームの支援につ
いて検証）

・研修会の内容等の検討

・研修会の開催
（年１回）

公衆衛生活動チーム部会
■ 連携テーマ

災害時公衆衛生チーム等の創設及び相互連携

■ 目指す姿

災害時に，中長期間，避難所等で生活する避難者に対して，健康管理，服薬指導，心のケアなど

の公衆衛生支援を行えるよう，災害時公衆衛生チーム等を創設し，５県での相互連携を図る。

■ これまでの成果と今後の取組方針



被 災 県

■平成２７年度の取組案 【目標② 各県間の相互連携体制の構築】

相互連携体制の運用方法の合意（相互連携マニュアルの制定）

公衆衛生活動チーム部会

《検討事項②》

○ 被災状況に応じて，上記協定に基づく中国５県広域支援本部が中国地方知事会会長県

に設置された場合の本部会との連携による派遣調整。

《検討事項①》

○ 「中国５県災害等発生時広域支援に関する協定」に基づき，カウンターパート制により，

予め定められた支援担当県が，情報収集・ニーズ把握・派遣調整（活動目的・開始日・

場所・人数）を行なった上，災害時公衆衛生チーム等を派遣する体制の整備。

支援担当県

災害発生

派
遣

多様な専門家の派遣
・医師，歯科医師
・保健師，看護師
・薬剤師，栄養士
・理学療法士
・作業療法士 等連絡員

支
援
要
請

・情報収集
・ニーズ把握
・派遣調整



[連携テーマ]：農業（技術）大学校の魅力アップに繋がる広域連携の推進

■平成26年度取組み状況

農業（技術）大学校等広域連携部会

○相互連携の体制整備と円滑な運営

・「中国地方知事会農業（技術）大学校等広域連携部会ワーキング会議」の設置（6/25）

（各県の大学校及び県庁農業施策担当課の１１名で構成）

・ワーキング会議の実施（9/8，12/8，3/9）

（Ｈ26年度の連携活動の調整と検証，Ｈ27年度の取組計画の協議 等）

○相互連携活動の実績

・教員研修：○「大学校農業高校教職員合同研修会（8/5 広島県）」 （他県参加：鳥取1人，岡山4人）

・集中講義：①「新規就農者アグリビジネス講座（10/10 山口県）」 （他県参加：広島2人）

②「先端農業機械特別講義（11/19，20 広島県） （他県参加：鳥取5人，岡山4人）

③「農業高校・大学校合同フォーラム2014（12/24 広島県）」 （他県参加：岡山1人）

④「食育講演会（1/18 島根県）」 （他県参加：岡山1人）

・学生募集：中国５県の学生募集要領を各県ホームページへ掲載し紹介 （Ｈ24～継続）

・農家派遣研修の相互受入（人数）

受入先 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 計

鳥取県 1 1 2 4

派 島根県 1 1 2

遣 岡山県 -

先 広島県 1 1 2

山口県 -

　計 - 1 3 3 1 8



農業（技術）大学校等広域連携部会
■課題整理

①特徴あるコース（鳥取県：作物コース，島根県：林業科）への中国地方全県で学生募集を開始する

■スケジュール表

②資質向上に繋がる大学校教職員研修の実施（夏休み期間等を利用 主催：広島県）

④特色ある集中講義等への他県学生受入れの実施

■平成27年度の取組

⑤農家派遣研修の相互受入れ実施（県外研修希望学生への連携対応）

③＜新規＞「平成27年度農業経営力養成講座」（社）アグリフューチャージャパンとの共催 （幹事：山口県）

⑥新たな協議項目：「単位互換のルール化」，「効率的な連携手法（テレビ会議等）の検討」

「機能を部分統合した場合のメリットデメリットの検証」，「講義映像の共有ルール化」

県名

鳥取県

島根県
岡山県
広島県
山口県

各県で他県学生の受入れを行う集中講義

　　　　　特別講義（オープンカレッジ），法人設立研修
　　　　　有機農業先進事例講義
　　　 　　6次化セミナー
　　　　　農業機械安全メンテナンス研修
　　　　　農業経営セミナー（アグリビジネス講座）

年度

○ワーキング会議設置 ○鳥取：作物コース，島根：林業科への他県 ○相互募集，集中講義，各種取組ルール化

○現状分析（連携項目の整理等） 　　学生の相互募集 　など連携活動の拡充を図る
○先端農業機会研修（集中講義）等の実施 ○教職員研修の実施   ⇒取組の検証
○農家派遣研修の相互受入 ○新「Ｈ27農業経営力養成講座」の共同開催

内　容 ○教職員研修の実施 ○特色ある集中講義の相互受講
⇒新たな協議項目の設定 ○新たな協議項目の追加

　・単位互換ルール化　・効率的な連携手法
　・統合メリットデメリット　・映像共有ルール化
  ⇒取組の検証

平成27年度 平成28年度平成26年度

連携のあり方検討

○県外への移動や宿泊に伴う学生負担の増加など制限要因への対応を検討する

○ワーキング主催の教職員研修の充実を図る

〇現行の取組事項を継続しつつ，新たな協議項目を設定する


